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日本郵政グループにおける経営力創成への課題 
Problems Confronting the Japan Post Group’s 
Creative Management Ability 
 
東洋大学経営力創成研究センター 研究員 石井 晴夫 
 
要旨 
2007 年 10 月 1 日、郵便・貯金・保険の三事業一体で業務運営が行われていた
郵政事業は、事業別かつ機能別に民営・分社化された。従来の 1 社体制を縦・横
に分離・独立させる極めて複雑なマトリックス的な分割が実施されたことにより、
民営化後の郵政事業は会社間の内部調整等に時間を要し、スピーディーな事業展
開や経営管理が難しくなるなど、日本郵政グループが有する経営力を十分発揮で
きないでいる。こうした状況の下に置かれている日本郵政グループ各社の企業価
値を高めるためには、経営力を如何に創成するかにかかっている。本稿では、そ
の改善策である郵政改革法案や日本郵政グループの経営組織などをサーベイする
ことによって、今後の課題と展望を考察することとする。 
 
キーワード（Keywords）：郵政改革法案（Postal Corporate Reform Act）、
コ ー ポ レ ー ト ・ ガ バ ナ ン ス （ Corporate 
Governance）、新郵便局経営（New Post Office 
Management）、ライフライン機能（Lifeline 
Function ）、ワン・ストップ・サービス（One-Stop 
Services） 
 
Abstract 
The Japan Post Group operated as a one-company organization prior to the 
privatization of postal services, launched on October 1st, 2007. With 
privatization, the establishment of Japan Post Holdings, and a matrix system 
including Japan Post Network, Japan Post Service, Japan Post Bank, and 
Japan Post Insurance occurred via internal adjustment of the new companies. 
As a result, business reform became complex and it was difficult for the 
group’s development and management to keep up to speed. To increase the 
corporate value of Japan Post Group companies under these circumstances, 
the creation of management with a range of abilities is required. This paper 
examines the Japan Post Group's management structure and the postal 
reform bill, along with challenges and future prospects for the group. 
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1. 日本郵政グループの経営の現状 
日本郵政(株)は、2011 年 11 月 14 日に「日本郵政グループ 2012 年 3 月期中間
連結決算」を発表した1。同グループの 2012 年 3 月期中間連結決算では、経常収
益が前年同期比 4.9％減の 8 兆 3,627 億円となったものの、経常利益は前年同期
比 9.6％増（465 億円）の 5,318 億円と増益を確保している。ただ、今期の中間
決算は、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災直後の内容であり、通期ベー
スではさらに大震災の影響が表面化するものと思われる2。 
日本郵政グループの中間決算における連結ベースの内容についてみると、経常
収益が前年同期比 4,289 億円（4.9％）減の 8 兆 3,627 億円で、経常利益は同 465
億円（9.6％）増の 5,318 億円、中間純利益 2,307 億円となっている（表 1 参照）。
また、2012 年 3 月期の通期の連結業績見通しは、経常利益は 1 兆 600 億円（対
前年比 10.8％増）、当期純利益は 4,300 億円（同 2.6％増）を予想している（表 2
参照）。しかし、今期の増益の直接的な要因は社員の 1.3 ヵ月分のボーナスカット
をはじめとする各種の人件費削減効果（約 590 億円）によるものである。従って、
もし仮に人件費削減を行わなかったとすれば、結果的には約 120 億円の減益に
なっていたものと考えられる。 
 
表１ 日本郵政グループにおける2012年 3月期中間決算 
（単位：億円）
日本郵政
項目
日本郵政 郵政事業会社 郵便局会社 ゆうちょ銀行 かんぽ生命保険
グループ
（連結） （単体） （単体） （単体） （単体） （単体）
経常収益 83,627 1,983 8,076 6,186 11,440 63,698
前年同期 ▲ 4,289 ▲ ６７ ▲ ６８ ▲ １５４ 339 ▲ 4,510
（２２/９）比 （▲ 4.9%） （▲ 3.3%） （▲ 0.8%） （▲ 2.4%） （＋ 3.0%） （▲ 6.6%）
経常利益 5,318 1,208 ▲ 627 296 3,172 2,299
前年同期 （注１） 465 ▲ 7 216 64 390 ▲ 295
（２２/９）比 （＋ 9.6%） （▲ 0.6%） （－） （＋ 27.8%） （＋ 14.0%） （▲ 11.4%）
中間純利益 2,307 1,292 ▲ 443 166 1,901 445
前年同期 655 9 150 91 241 ▲ 9
（２２/９）比 （＋ 39.7%） （＋ 0.8%） （－） （＋ 123.8%） （＋ 14.5%） （▲ 2.0%）
注）１． グループ連結での経常利益における賞与支給率変更の影響額は、プラス５９０億円である。
２． 億円未満の計数は切り捨ててある。また、連結合計額と、単体計数の合算値とは、他の連結処理があるため一致しない。
出典） 日本郵政グループ決算資料による。 http://www.japanpost.jp/
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表２ 日本郵政グループにおける2012年 3月期通期見通し 
 
 
次に、同グループの中間決算を単体でみると、持株会社である日本郵政(株)は、
経常収益が 1,983 億円（対前年同期比 67 億円減）、経常利益は 1,208 億円（同 7
億円減）、中間純利益は 1,292 億円（同 9 億円増）であった。同社は、持株会社
としての機能のほか、病院事業、宿泊事業、グループ各社の共通事務の受託など
を行っている。 
郵便事業(株)は3、郵便物数が減少傾向にある中、収支改善施策に取り組んでは
いるものの、経常収益は 8,076 億円（同 68 億円減）、経常損失は 627 億円（同
216 億円減）、中間純損失は 443 億円（同 150 億円減）と極めて厳しい状況に置
かれている。郵便事業(株)の経常損益は、前年同期に比較して 216 億円改善した
が、結果的には、627 億円と大きな赤字を発生させている。この要因としては、
2010 年夏に日本郵便のゆうパックと日本通運のペリカン便との「宅配便統合」の
失敗によるものである。郵便の総取扱物数は、全体で 95 億 6,568 万通・個（同
3.3％減）で、このうち郵便物は 80 億 4,460 万通（同 5.5％減）、ゆうパックは 1
億 8,821 万個（同 29.8％増）、ゆうメールは 13 億 3,247 万個（同 7.4％増）となっ
ている（図 1 参照）。 
  郵便局(株)は、グループ各社と委託販売などの連携を強化して営業活動を進め
てきた結果、経常収益は 6,186 億円（同 154 億円減）、経常利益は 296 億円（64
億円増）、中間純利益は 166 億円（同 91 億円増）を確保している。郵便局(株)
は、各事業会社から委託を受けて郵便局でサービスを提供する、文字どおり顧客
サービスのフロントラインとしての役割を果たしている。 
(株)ゆうちょ銀行は、経常収益が 1 兆 1,440 億円（同 339 億円増）、経常利益
は 3,172 億円（同 390 億円増）、中間純利益は、1,901 億円（同 241 億円増）で
あり、今期においては増収・増益を確保している。なお、中間決算時におけるゆ
うちょ銀行の貯金残高は、174 兆 8,784 億円（同 1,620 億円減）であり、ここ数
（単位：億円）
日本郵政
項目
日本郵政 郵政事業会社 郵便局会社 ゆうちょ銀行 かんぽ生命保険グループ
（連結） （単体） （単体） （単体） （単体） （単体）
経常利益 10,600 1,220 ▲ 250 17 5,400 5,100
当期純利益 4,300 1,400 ▲ 220 40 3,200 850
注）１． 億円未満の計数は切り捨ててある。また、連結合計額と、単体計数の合算値とは、他の連結処理があるため一致しない。
２． 経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる可能性がある。
出典） 日本郵政グループ決算資料による。 http://www.japanpost.jp/
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年、同社にとって大きな経営問題となっていた貯金残高の減少が、ここに来てよ
うやく下げ止り傾向にあるものと思われる（図 2 参照）。 
 
図1 最近の郵便物等引受物の推移 
注）１．日本郵政グループ及び日本郵政公社のディスクロージャー誌等により作成。
２．２０１０年度のゆうパックには、２０１０年７月からＪＰＥＸの統合分を含み、エクスパックは含まない。  
 
図2 ゆうちょ残高の推移 
（兆円）
出典）ゆうちょ銀行資料による。
  
 
 (株)かんぽ生命保険については、保険契約数が概ね「3 件失われて 1 件獲得」
するという契約数減少の中で、全体として減収・減益となっている。がん保険な
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ど医療保険分野で何か新しい商品が提供されない限り、保険契約数の減少に歯止
めがかからず、同社の中長期的な経営に暗雲が立ちこめることとなる。かんぽ生
命は、経常収益が 6 兆 3,698 億円（同 4,510 億円減）で、経常利益は 2,299 億円
（同 295 億円減）、中間純利益は 445 億円（同 9 億円減）を計上しており、新規
契約総数は個人保険が106万件と対前年同期比で2万件増と今期は増加となって
いる。 
 
2．民営・分社化に伴う事業経営の変化 
わが国の郵政事業は、2007 年 10 月 1 日にそれまで三事業一体で業務運営がな
されてきた郵便・貯金・簡保をそれぞれ事業別に分割し、さらに、そこから窓口
機能のみを分離・独立させるという、極めて複雑な民営・分社化が実施された。
つまり、国営で郵政三事業を担ってきた日本郵政公社が、持株会社である日本郵
政(株)の下に、4 つの事業会社に分社化されたのである。郵政民営化以降の郵政
事業の現状としては、郵政民営化の基本法である「郵政民営化法」と、金融 2 社
の株式売却を凍結する「日本郵政株式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株
式の処分の停止等に関する法律」（株式売却凍結法）の両方が残存し、現行の事業
経営にも行き詰まりが生じている。特に、民営化によって期待された新規事業へ
の進出は全く見込めず、株式の売却も凍結されたままである。 
加えて、ゆうちょ銀行は、住宅ローンの取り扱いや貸付業務ができないままと
なっており、顧客ニーズに十分応えられない状況が続いている。また、かんぽ生
命においても、高齢社会で医療保障ニーズが高まっているにもかかわらず、第 3
分野のサービス提供が進んでいない。さらに、貯金並びに簡保とも、厳しい限度
額規制のため、事業の将来展望が開けないのが実情である。 
その結果、郵政民営化以降のわずか 4 年間で、郵政三事業の経営基盤は全体と
して弱体化し、今も悪化に歯止めがかかっていないのが現状である。図 1 からも
わかるように、最近の郵便物の引受物数は年率約 3％程度ずつ減少している。 
一方、郵貯は、この 10 年間で約 85 兆円（3 割）減少し、最近まで減少傾向が
続いている。このまま減り続ければコスト割れの懸念もあり、ゆうちょ残高が 150
兆円を割るようなことになれば、国債依存率が高く運用益の少ないゆうちょ銀行
は、赤字に転落することにもなりかねない。また、かんぽ生命は、ニーズのある
新商品が提供できないため、保有契約件数並びに保険料収入ともに 10 年間で 4
～5 割程度減少している。 
先の民営化法案の審議の際に、国会で繰り返し説明されたグループ経営による
顧客サービスの向上や経営の効率化も一向に進まず、現状では分社化によって生
じた顧客への不便がほとんど解消されていない。また、分社化に伴う消費税等の
内部取引コストの増大によって、管理・間接部門の効率的な経営が極めて困難と
なっている。このままでは、国の保有株式の価値が著しく低下し、郵便局におけ
る三事業のサービス低下、さらには、経営の先行き不安や職場環境の悪化などか
ら社員の仕事に対する士気低下が懸念される。 
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こうした厳しい状況下にある郵政事業を抜本的に立て直すべく、現在、郵政事
業における各種の制度改革や経営の手直しが急務とされている。例えば、日本郵
政(株)では将来の日本郵政グループの株式上場に向けて、東京証券取引所の上場
基準を満たす必要があることから、2012 年度に郵便事業(株)を黒字に転換するこ
とを目標とした「郵便再生ビジョン」の策定を行っている。2012 年 3 月期中間
における郵便物数の減少幅は、対前年比マイナス 5.5％と、かつてないほど厳し
い状況下に追い込まれている。この要因としては、3 月 11 日に発生した東日本大
震災による DM 等の自粛などが考えられるものの、本質的には民間のメール便と
の熾烈な競争によって郵便物数が減少していることが考えられる。一方、宅配便
事業（ゆうパック）は、2010 年 7 月からペリカン便の部分も含むことになった
ことから、対前年比でプラス 29.8％の 1 億 8,821 億個の取扱量となっている。 
こうした郵便物数そのものの減少傾向は、先進各国ともに同様である。特に、
アメリカ、ドイツ、イギリス、フランスにおける郵便部数は、インターネットな
ど郵便の代替手段の普及によって需要が大きく奪われ、また、世界的な景気後退
や競合他社との市場競争などによって各国ともに減少傾向にある4。 
他方、日本郵政グループ各社は、経営の抜本的立て直しを図るべく、現在、「新
商品の開発・検討」と「コストの削減」を行っている。この内、コスト削減の中
で主たるものは人件費の削減であり、その一環として 2012 年 3 月末までに期間
雇用社員（非正規雇用）の大量雇い止めを行う予定であるという。しかし、現場
の作業工程や手順を熟知している期間雇用社員を解雇し、代わって本務者に現場
の業務を行わせるという形で本当に作業がうまくいくのかという疑問も提起され
ている。実際、最近では配達時間や配達日数の遅れなど、郵便サービスの質の低
下が多方面から指摘される状況にある5。 
 
3．公益事業における市場構造と企業分割 
（1）公益事業における市場構造と分社化方法 
今回の郵政民営化では、三事業一体で業務運営がなされてきた郵便・貯金・簡
保がそれぞれの事業別に分割・分社化され、さらに、郵便局での窓口サービスの
機能をも分離・独立させるという「水平分離」と「垂直分離」の両方が実施され
た。これは、従来の１社体制を縦・横に分離・独立させる極めて複雑な「マトリッ
クス的な分割」であり、最近のわが国公企業の民営化においてもほとんど例がみ
られない分割・民営化であった。 
一方、2011 年 3 月 11 日の「東日本大震災」による東京電力福島第一原子力発
電所の事故を受け、これまで「垂直統合」型の地域独占でビジネスが行われてき
た電力会社についても、競争導入とチェック体制を図る観点などから、改めて「垂
直分離」や「水平分離」を検討すべしとの意見が政府においても提起されるよう
になっている。もともと電力事業における産業組織は、アメリカ型、フランスな
どの欧州型、さらには日本とでは事業の発展過程が異なり、それに伴って歴史的
にも規制の枠組みや供給体制に相違がみられる。アメリカにおいては、1930 年代
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に経済恐慌を克服するために電気事業の州レベルへの分割が強化され、電気事業
に対する規制等も「州公益事業委員会（State Public Utilities Commission）」が
行うようになった。一方、フランスでは、1946 年に電気事業が国有化されフラン
ス電力公社（EdF：Electricité de France）」が発足している6。日本では、1951
年に現在の事業構造の基となる「垂直統合でかつ民営・地域別の電力会社」によ
る供給体制が確立され、あくまで「発送配電」を 1 社で行うという、垂直統合に
よる安定供給が基本的枠組みとして堅持されてきた7。 
こうした公益事業における事業構造には、さまざまなパターンが考えられる。
公企業や公益企業の多くは、ライフライン機能やインフラストラクチャー（社会
的生産基盤）としての財・サービスを提供しており、従来から事業統合による持
続可能な経営とサービスの安定供給が最優先されてきた。わが国において、すで
に民営化され四半世紀の歴史を有する NTT や JT、JR 旅客 6 社及び JR 貨物な
どは市場機能や地域によって分割されている。例えば、NTT のケースでは市場機
能を有効に発揮するために、新規参入による市場競争を受け入れつつ、ネットワー
ク・サービスの共有化によってマーケットの拡大を図ってきた。つまり、JR 旅
客会社などのように地域別に分割するシンプルなやり方から、NTT などのように
事業別・サービス別に分割する手法まで多岐にわたっている8。 
 
（2）郵政事業における機能別分割 
すでに述べたように、郵政事業の分割には極めて複雑なマトリックス的な分社
化手法が採用された。もちろん「垂直分離」や「水平分離」にもそれぞれメリッ
ト・デメリットの双方が存在することはいうまでもない。しかし、郵政民営化の
基本的理念となった市場機能を通じて競争を促進し、効率化を促すという考え方
には、事業内容や提供するサービス内容等によって、顧客の便益や効果が異なる
ことを認識しなければならない。 
つまり、今後は郵政民営化によって実施された「垂直分離」や「水平分離」の
効果と影響を、経年変化も考慮して理論的に検証することが必要であろう。かつ
て、郵政三事業の一体的経営は、①規模の経済、②範囲の経済、③ネットワーク
の経済などが働くがゆえに、効率性の観点からも有益な事業運営形態であるとさ
れてきた。今回の郵政民営化を機に、どのような経営形態が最も経済性が高く、
地域社会に対するライフライン機能が果たせるのかを把握することが重要である。
ただ、郵政事業では残念ながら費用関数（コスト情報）が公表されていないため、
それぞれの「経済性」を具体的に数値で計測した研究成果が発表されていないの
が現状である9。 
一方、グローバルエコノミーの進展に伴って、世界的な市場競争が激化してい
る今日、その対策として、さまざまな業種で大企業の合従連衡や経営の統合化が
急速に進んでいる。こうした傾向とは逆に、郵政事業においては郵政三事業を分
割するのみならず、郵便局における窓口サービスをも分離・独立させた結果、直
接事業を営んでいる郵便・貯金・保険の各社と郵便局会社は複雑な販売委託契約
や代理店契約を交わさざるを得ず、さらに事業・経営の企画部門と現場の販売部
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門が分社化されたために、的確な事業戦略がタイムリーに導入できずにいるので
ある。 
従って、2007 年 10 月に郵政三事業が持株会社の下で、4 つの子会社に分社化
されたことによって、どれだけのコスト増になったのかを把握・検証する必要が
ある。コスト増の内訳は、大別して事業会社間における「取引費用」の増加（消
費税等の公租公課など）と、管理・共通部門の人員増等による「間接費用」の増
加である。すなわち、日本郵政公社時代→民営・分社化時代→郵政改革法案成立
後の新組織へと、経営形態が変化することによって、どのようにコスト構造やコ
スト総額が変化するのかを、具体的に把握することが郵政事業の経営改善には不
可欠である。郵政改革法案は、こうした問題点を少しでも改善し、日本郵政グルー
プの経営力を高めようとするものである10。表 3 は、郵政事業における経営組織
と各種制度改正の内容を表にまとめたものである。 
 
表3 郵政事業に係る各種制度の比較 
項目 日本郵政公社 郵政民営化 郵政改革案
主な根拠法令 日本郵政公社
郵便：郵便法 会社法、 郵便：郵便法 会社法、 郵便：郵便法
貯金：郵便貯金法、郵便為替法 日本郵政株式会社法 貯金：銀行法、郵政民営化法 日本郵政株式会社法 貯金：銀行法、郵政改革法
保険：簡易生命保険法 等 等 保険：保険業法、郵政民営化法 等 保険：保険事業法、郵政改革法 等
組織
経営形態 公社 株式会社
組織 単一法人 5社（日本郵政、郵便、郵便局、ゆうちょ、かんぽ） 3社（日本郵政、ゆうちょ、かんぽ）
株式保有等 政府出資１００％
日本郵政：政府が１/３超保有 日本郵政：政府が１/３超保有
郵便・郵便局：日本郵政が１００％保有 関連銀行・保険会社：日本郵政が１/３超保有
ゆうちょ・かんぽ：日本郵政が移行期間中に全株処分
人事
役員の専任等
総裁・監事：大臣が任命・解任 日本郵政の取締役：株主総会において選解任
副総裁・理事：総裁が任命・解任 日本郵政の役員：取締役において選解任
〔副総裁の任命・解任：許可〕 〔日本郵政の取締役の選解任の決議：許可〕
職員・社員の身分 国家公務員 民間人
業務
事業計画等
中期経営目標・計画：許可 日本郵政・郵便の事業計画：許可
日本郵政の事業計画：許可
年度経営計画：届出 郵便局の事業計画：届出
政府保証
郵便貯金：全額政府保証
政府保証なし
預金：他の銀行と同様に、預金保険機構による保護
簡易保険：全額政府保証 生保：他の保険会社等と同様に、生命保険契約者保護による保護
ユニバーサル
郵便・貯金・保険
郵便のみ
郵便・貯金・保険
サービスの範囲 〔金融サービスについては、安定的代理店契約の義務付け及び基金の設置〕
業務・子会社規制
業務の規制に加え、 業務の規制に加え、
業務：法廷 日本郵政・郵便：許可 日本郵政：届出
出資：許可 郵便局：届出 関連銀行・保険会社：届出
ゆうちょ・かんぽ：許可（特定日以降は適用なし） （特定日以降は適用なし）
〔政府は申請を受けたときは民営化委員会の意見を聴取〕 〔政府は勧告をしようとするときは改革推進委員会の意見を聴取〕
限界額 法定（具体的な金額は政令により規定）
法定（特定日以降は適用なし）
法定（具体的な金額は政令により規定）
（具体的な金額は政令により規定）
財務
会計 企業会計原則
課税
法人税、住民税、事業税、印紙税等は
原則、一般法人と同様の課税
非課税 〔国庫納付金あり〕
出典）日本郵政公社法、郵政民営化法、郵政改革法案並びに政府関係資料による。  
 
4．郵政改革の必要性とその内容 
郵政民営化の問題点を改善するために国会に上程されている「郵政改革法案」
は、同法案を基本法として「日本郵政株式会社法案」並びに「郵政改革法及び日
本郵政株式会社法の施行に伴う関連法律の整備等に関する法律案」（整備法案）か
ら成り立っている。つまり、現在の郵政民営化法を廃止し、新たな法律を整備す
ることによって、郵政事業の持続可能な経営を実現させようとするものである（図
3 参照）。 
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郵政改革法案は、郵政改革の基本方針、郵政改革推進委員会の組織・事務、日
本郵政株式会社等の合併、関連銀行及び関連保険会社の業務の内容・方法の届出
等について規定している。また、日本郵政株式会社法案は、合併後の日本郵政株
式会社の業務、責務、関連銀行・関連保険会社との契約等について規定している。
さらに、郵政改革法及び日本郵政株式会社法の施行に伴う関連法律の整備等に関
する法律案（整備法案）は、前記 2 法律案の策定に伴う関連法律の廃止（4 本）
及び整備（37 本）を規定している。 
郵政改革法案では、日本郵政(株)を存続会社として、郵便事業(株)及び郵便局
(株)を合併させ、三事業の一体性を確保することとしている11。合併後の会社の
業務並びに責務等については、日本郵政株式会社法案に規定されている。 
まず第 1 は、日本郵政(株)（以下、「会社」と略す。）は、郵便の業務、銀行窓
口業務、保険窓口業務、関連銀行及び関連保険会社の株主としての権利の行使等
を行うほか、郵便局を活用した地域住民の利便の増進に資する業務及びこれらの
業務に支障のない範囲でその他の業務を届出により行うことができる。 
第 2 は、会社は、郵便の役務、簡易な貯蓄、送金及び債権債務決算の役務並び
に簡易に利用できる生命保険の役務を利用者本位の簡便な方法により郵便局で一
体的にかつあまねく全国において公平に利用できるようにする責務を有する。 
第 3 は、会社は、あまねく全国において利用されることを旨として郵便局（会
社の営業所であって、郵便窓口業務・銀行窓口業務・保険窓口業務を行うもの）
を設置しなければならない。 
第 4 は、会社は、銀行窓口業務契約（会社が上記の②も責務を果たすために銀
行代理業を行うこと等を内容とする、銀行（関連銀行）との間の契約）及び保険
窓口業務契約（会社が上記の②も責務を果たすために保険募集及び事務代行を行
うこと等を内容とする、保険会社（関連保険会社）との間の契約）を締結前に総
務大臣に届け出なければならない。 
第 5 は、政府は、会社の議決権の 1／3 超を保有する。第 6 は、会社は、関連
銀行及び関連保険会社の議決権の 1／3 超を保有する12。第 7 は、関連銀行・関連
保険会社は、預金等・保険金額等について、同種の業務を行う事業者との競争条
件の公平性等を勘案して政令で定める額を超える受け入れをしてはならない（違
反した場合は勧告・公表）。 
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図3 郵政改革のポイント 
郵政民営化法 郵政改革法案
政府 政府
持株会社 ・持株会社
・郵便事業会社
・局会社
①５社を３社に再編
②金融ユニバーサル
サービスを義務付け
③金融２社の議決権３分
の１超保有義務
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 第 8 は、会社は、上場企業が公表する情報を勘案して総務省令で定める情報（非
上場の間）、届け出た業務の内容、郵便局の設置状況等を公表しなければならない。
そして、第 9 は、その他、会社の報告、監査等に係る事項を規定している。 
 以上のことから、同法案で規定されている新しい経営組織の日本郵政(株)につ
いては、国が株式の 1／3 超を、日本郵政(株)が金融 2 社の株式の 1／3 超を保有
することで、郵便・貯金・保険の三事業のユニバーサル・サービスが担保される
ことになる13。ユニバーサル・サービスを提供するためのコストは、郵政事業全
体の財務の中から日本郵政(株)が調達し、国費等の投入はしないと明記されてい
る。郵政改革法案が成立すれば、金融 2 社の株式売却を凍結している「日本郵政
株式会社、郵便貯金銀行及び郵便保険会社の株式の処分の停止等に関する法律」
（株式売却凍結法）も当然消滅することになる。 
また、従来は三事業以外の新規業務などを行う場合には総務省の認可が必要で
あったが、これを届出制に改めている。さらに、小規模郵便局に対する金融庁等
の検査・監督は、業務の円滑な遂行に配慮することとし、実態に沿った新たなシ
ステムの導入が規定されている。 
 
5．日本郵政グループにおけるガバナンス体制と経営組織 
 現在、日本郵政グループにおける「コーポレート・ガバナンス」（Corporate 
Governance）の体制は、日本郵政(株)が持株会社として、①グループによる経営
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管理、②内部統制、③執行と監督の分離、④経営会議と専門委員会の設置などに
ついて、グループ全体の適切なガバナンス体制の実現を図ることとしている14。
図 4 は、日本郵政グループにおけるコーポレート・ガバナンスの仕組みを示した
ものである。 
具体的には、第１に、日本郵政(株)は 4 つの主要な子会社とグループ経営管理
契約を締結し、経営の重要事項に関してグループの基本方針を定め、各社にその
遵守を求めている。また、グループ全体に重大な影響を与える事項や、経営の透
明性を確保するために必要な事項については、日本郵政(株)の個別の承認または
報告を求め、グループ全体の経営管理を行うこととしている。 
 
図4 日本郵政グループにおけるコーポレート・ガバナンスの仕組み 
 
 第 2 に、日本郵政(株)は、日本郵政グループの経営方針に基づき、業務の健全
性や適切性を確保するために「日本郵政(株)内部統制システムの構築に係る基本
方針」を定めている。特に、コンプライアンス、内部監査、リスク管理、情報セ
キュリティなどの主要な内部統制については、持株会社として基本方針を示すこ
とにより、グループ各社がそれぞれに応じた体制の整備に努めている。同時に、
グループ各社に対して内部統制に対する報告を求め、適切な事業運営が行われて
いるかをモニタリングし、必要に応じて改善のための指導を行うこととしている。 
 第 3 に、日本郵政(株)は、グループ・ガバナンスを強化するために、会社形態
を業務の執行と監督とを分離した「委員会設置会社」体制を採用している。これ
により、代表執行役社長が業務執行に関する迅速な意思決定が可能となり、取締
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役会がその状況を適宜・適切に監督することとしている。同社では外部からの
チェック機能の強化のために、日本郵政(株)の取締役会は 19 名中、13 名を社外
取締役としている。さらに日本郵政(株)では、社外取締役が過半数を占める指名
委員会、監査委員会、報酬委員会がそれぞれ株主総会に提出する取締役選任議案
の決定、執行役などの職務執行の監査、取締役および執行役の個人別報酬などの
決定を行っている。 
 4 つの主要な子会社の内、持株会社の日本郵政(株)と同様の方式を採用してい
るのが、(株)ゆうちょ銀行と(株)かんぽ生命保険である。両社ともに「委員会設
置会社」とし、取締役の過半数を社外取締役とするとともに、社外取締役が過半
数を占める指名委員会、監査委員会、報酬委員会を設けている。他方、郵便局(株)
と郵便事業(株)は、「監査役会設置会社」を採用しており、両社の監査役は、郵便
局(株)で 4 名中 3 名、郵便事業(株)で 3 名中すべてを社外監査役としている。 
 第 4 に、日本郵政(株)は、代表執行役社長の諮問機関として執行役で構成する
「経営会議」を設置し、重要な業務執行について協議・検討し、報告を行ってい
る。経営会議の諮問機関として、コンプライアンス委員会並びに CSR 委員会の
「専門委員会」を設置している。これらの委員会が専門的な事項につき審議を行
い、その結果を経営会議に報告することにより、経営全体としての課題解決に取
り組んでいる。 
また、事務管理面においては、事務管理体制の構築・整備に関する基本方針を
定めて、業種を異にするグループ各社に、事務運営及び事務処理の適正化・効率
化を進めて、事務品質の継続的な維持・向上に努めるよう求めている。日本郵政
(株)は、日本郵政グループ各社に対して事務管理体制の整備・向上などを支援し、
グループ各社間の連携を確保するとしているが、子会社の現場では日々の作業量
の多さから、膨大な事務管理マニュアルに十分対応できていないとする意見も出
されている。 
 いずれにせよ、日本郵政グループにおける最適なコーポレート・ガバナンスの
あり方については、今後、実際の経営管理や事業計画、さらには人事等の認可権
などを踏まえつつ、政府の日本郵政(株)に対する株式所有によるコントロールの
範囲などを精査することが必要である。現状では、日本郵政グループ各社におけ
る「権限」と「責任」の範囲が必ずしも明確になっているとはいえず、新たな法
的スキームでの組織構造の再構築が求められている。 
 
6．今後の課題と展望 
全国津々浦々に24,000局ある郵便局ネットワークは、日本郵政グループにとっ
て最大の経営資源である。この有人窓口である郵便局を有効に活用しながら、日
本郵政グループの経営を安定的かつ健全に運営していくためには、日本郵政グ
ループ各社の強みを発揮できるビジネスモデルを構築しなければならない。それ
には、三事業のシナジー効果を最大限発揮できるシステムの導入が必要である。
今後の郵便局経営には、従来の「郵政三事業のサービス拠点」としての役割にと
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どまらず、地域社会とそこに住む人々をサポートする「コミュニティ・センター」
としての機能と役割をさらに充実・強化させていくことも不可欠であろう。また、
わが国で深刻な社会問題となっている地域コミュニティの崩壊を食い止めるため
にも、地域社会の拠点としての郵便局の活用が期待されている。 
特に、2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災を踏まえて、わが国がより一
層住みやすく素晴らしい地域を形成するためには、全国の有人窓口である郵便局
の存在が不可欠である。そして、すべての国民に郵便局で郵政三事業の基本的サー
ビスならびに各種の公共サービスを「ワンストップ」で受けられることを保障す
ることが、日本の地域社会の安心・安全につながるのである。 
このようにわが国では現在、社会と顧客視点に立脚した本来の郵政三事業にリ
フォーム（再構築）し、郵便局ネットワークの質をこれまで以上に充実させてい
くことが喫緊の課題となっている。そのためには、郵政改革法案の成立によって
日本郵政グループの経営力を創成し、日本郵政グループの有する「公益性」や「地
域性」を最大限重視した事業経営を実現する基盤づくりを行うことが極めて重要
である。 
 
                                                  
1 詳しくは、下記の日本郵政(株)の URL を参照されたい。
http://www.japanpost.jp/pressrelease/jpn/2011/20111114014275.html 
2 2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は、建物や構造物の倒壊、液状化の発生、巨大津
波の襲来、東電福島第一原子力発電所事故による放射性物質の拡散など、戦後最大の複合的な
被害・損害を広範囲に生じさせている。この大地震による死者・行方不明者は 19,521 人（2011
月 10 日末現在、警察庁まとめ）にも上っている。日本郵政グループでも東日本大震災で甚大な
被害を被っている。6 月 20 日現在の被害状況は、死者 48 人・行方不明 13 人。物的被害として
は、全壊の直営郵便局が 58 局、半壊の直営郵便局が 15 局、浸水の直営郵便局が 33 局となって
いる。このうち全壊した郵便局のほとんどは津波で押し流されたものである。大震災以降、地
元の郵便局は、地域におけるセーフティーネット機能を担っていくことが多方面から期待され
ている。詳しくは、石井晴夫（2011）「大震災後の市民生活とライフライン機能の充実：新たな
郵政事業の創造を目指して」『JP 総研 Research』pp.38～47 を参照されたい。 
3 郵便事業(株)は、会社の略称として「日本郵便」と称している。 
4 アメリカ郵便公社（USPS）は、1971 年に郵便事業組織法によって、独立行政機関として設
立された。アメリカ郵便公社は、全世界の約 45％の郵便物を取り扱っている世界最大の郵便事
業体であるが、最近の業績低迷によって、厳しい状況に置かれている。アメリカ郵便公社は、
一時債務不履行（デフォルト）の危機も指摘されていた。現在、アメリカ政府は、アメリカ郵
便公社の事業および経営組織の再構築（リエンジニアリング）の必要性に迫られている。 
5 分社化以降、郵政の現場で働く社員の労働環境は急速に悪化してきている。経営効率化のた
め運営コストが大幅に削減された結果、そのしわよせは社員に重くのしかかっているのが実情
である。そのため配達員の接遇レベルが民営化後、急速に落ちているとの指摘もなされている。
このままでは社員の健康・メンタルヘルスの面のみならず、過労等が原因による事故などによっ
て利用者に迷惑をかけてしまいかねないという潜在的なリスクにまでさらされている。従って、
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社員が仕事へのモチベーションを高められ、安心して健康的に働ける会社にするためにも、現
行の分社化の枠組みを見直し、新しい組織形態へ再編すべきであると考えられる。 
6 EdF は、フランス最大の電力会社に発展したが、2004 年に株式会社化され、2005 年に上場
された。フランス電力公社（EdF）の総合的な研究として、熊倉修（2009）『フランスの経済発
展と公企業：フランス電力公社の成長と構造変化』芦書房、に詳細な分析がなされているので
参照されたい。 
7 日本における電気事業の実際のあり方については、塩見英治編（2011）『現代公益事業：ネッ
トワーク産業の新展開』有斐閣、pp.97～120 を参照されたい。 
8 ヨーロッパのいくつかの国々では、それまで垂直統合で事業経営を行ってきた企業を、水平
または垂直に分割することによって部分的に競争を導入している。しかし、それらを料金面で
みてみると、他社と競合する割合の多い大口の需要家については概ね料金が引き下げられるも
のの、他社との競争がほとんどない小口の需要家にとっては、むしろ料金の値上げにつながっ
ているというケースが多い。 
9 鉄道事業や水道事業などは、基本的なコスト関連の数値が統計年報等に記載されており、比
較的「経済性」を求める定量的分析を行いやすい。 
10郵政改革法案では、日本郵政(株)は金融業務を受託して、金融のユニバーサル・サービスを提
供する義務を負うことになる。そのためには、委託する金融機関が確保されることが法律上担
保されていることが不可欠である。また、契約のみによる場合、金融業務を委託する側の金融
機関には、銀行窓口業務契約や保険窓口業務契約の締結義務は課されていない。このため、十
分な担保措置とはなりえず、金融ユニバーサル・サービス義務の担保措置として株式保有が必
要であり、金融 2 社に対する 3分の 1 超の議決権保有義務が必要であるものと考えられる。 
11 会社統合の目的は、①「規模および範囲の経済性」の発揮、②災害時での対応、③リエンジ
ニアリング（事業の再構築）、④お客様サービスの向上、⑤社員にとって働きやすい職場づくり、
などが挙げられる。 
12 周知のとおり、現行の郵政民営化法では、金融 2 社の株式を「10 年以内に全株売らなければ
ならない」と強制的な売却が規定されている。しかし、金融２社と日本郵政(株)との資本関係
が失われると業務上の結び付きのみとなり、グループ全体の利益よりも金融２社自身の利益追
求志向が強くなることは必至である。その結果、金融２社と郵便事業会社、郵便局会社との結
び付きが弱くなり、日本郵政グループの連携が弱体化する恐れが生じることとなる。 
13 郵政改革法案では、日本郵政株式会社が国から金融業務を受託して金融ユニバーサル・サー
ビスを提供する義務を負い、その上で同社が金融二社に金融窓口業務契約を締結するという扱
いになっている。詳しくは、郵政改革法案第 7 条及び 8 条を参照されたい。なお、同法案でも(株)
ゆうちょ銀行と(株)かんほ生命保険は、従来どおり各業法に基づく一般会社としている。 
14 日本郵政グループ（2011）『日本郵政グループ ディスクロージャー誌 2011』pp.78～79 参
照。 
 
受付日：2012 年 1 月 7 日    受理日：2012 年 1 月 29 日 
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